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１．開 会 

 

２．議 事 

ワーキンググループにおける検討状況の報告を踏まえた論点の審議  

（１）難病手帳（カード）（仮称）の在り方  

（２）今後の難病対策の在り方（論点の整理）  

 

３．閉 会 

 

 

＜配付資料＞  

資料１  難病手帳（カード）（仮称）の在り方（案） 

資料２  

参考資料  

 

 

 

今後の難病対策の在り方（論点の整理）  

・障害者基本法（抄）  

・他制度における手帳の例  

・難治性疾患の定義について  

・地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策

を講ずるための関係法律の整備に関する法律 新旧対照条文  

・「今後の難病対策のあり方に関する研究」の概要  

・地域保健対策の推進に関する基本的な指針の改正について（答申） 

・厚生労働省「提言型政策仕分け」について  
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難病手帳（カード）（仮称）の在り方（案） 

 

 

１．経緯 

 

○ 昨年の障害者基本法改正により、障害者の定義が見直され、「身体障害、知的障害、

精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）

がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な

制限を受ける状態にあるもの」とされ、難病に起因する障害についても「その他の心身

の機能の障害」に含まれると解されている。 

○ また、障害者基本法第24条において、「国及び地方公共団体は、障害者及び障害者を

扶養する者の経済的負担の軽減を図り、又は障害者の自立の促進を図るため、税制上の

措置、公共的施設の利用料等の減免その他必要な施策を講じなければならない」と定め

られている。  

○ 身体障害、知的障害及び精神障害については、既に手帳制度が設けられているところ、

難病に起因する障害についても手帳制度を設けることが考えられるのではないか。 

 

 

２．基本的な仕組み 

 

① 目的 

特定の難病にり患していることを証する手段とすることにより、手帳の交付を受けた

者に対して各方面の協力を得て各種の支援策を講じやすくし、難病患者の福祉の増進を

図ることを目的とする。 

② 対象者 

特定の難病にり患している患者 

③ 交付者 

都道府県知事 

④ 交付手続 

(1)申請者が、都道府県知事に申請書を提出（医師の診断書※・意見書、写真を添付） 

(2)各都道府県において審査 

(3)都道府県知事が交付を決定 

※対象疾患にり患しているかどうかについては、専門医が診断基準に基づき的確に診断すべき

であり、あらかじめ指定された専門医の診断を要件とすることを想定。 

 

  

資料１ 
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３．論点 

 

① 手帳の等級について 

・公共施設の入場料・公共交通機関の運賃の割引等の優遇措置が受けられるのは難病患

者の中でも、重症者に限定されると想定されるところ、一定の重症度等により手帳の

等級をいくつかに分けることについてどう考えるか。 

 

② 写真を添付することについて 

・民間サービスの優遇措置等の協力を得るために、本人確認ができるよう写真を添付す

る必要があるのではないか。 

・その際、奇形を伴う疾患や皮膚疾患などの場合には、一定の配慮が必要ではないか。 

 

③ 医療費受給者証との関係について 

・医療費受給の対象であることを示す医療費受給者証とは、別のものとする必要がある

のではないか。 

・申請者の負担及び事務処理負担の観点から、医療費受給者証となるべく同じ申請・交

付手続の流れとする必要があるのではないか。 

 

④ 有効期限について 

・一定の期間、例えば 5年程度、有効としてはどうか（医療費受給者証については、所

得等の確認のため、毎年更新することが必要であると考えられる）。 
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今後の難病対策の在り方（論点の整理） 

 

 

 

１．難病対策の必要性 

いわゆる難病患者は、治療方法が確立していない疾患にり患し、往々にして

生涯にわたる長期間の療養を必要とすることから、生活面における制約や経済

的な負担が大きい。また、病名や病態が知られていないために、社会の理解が

進んでおらず、就業など社会生活への参加が進みにくい状態にある。 

このため、患者の長期かつ重度の精神的・身体的・経済的負担を社会全体で

支えることを目指し、「今後の難病対策の検討に当たって（中間的な整理）」（平

成 23年 12月 1日厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会）で示した「今

後の難病対策の見直しの方向性」を踏まえ、新たな難病対策の構築を目指す必

要があるが、これに関する論点は以下のとおりである。 

 

２．「難病」の定義、範囲の在り方 

（１）「難病」の定義 

総合的な難病対策の対象となる「難病」の定義については、比較的まれな

疾病を中心に難病対策を進めるべきという意見が多かったが、一方、「難病

対策要綱」（昭和４７年１０月厚生省）で示された社会的な側面（注）を重

視し、幅広く難病対策をとらえるべきという意見もあった。 

今後、「難病」の定義の在り方については、個別施策の対象となる疾病の

範囲の議論を深めつつ、引き続き検討することとしてはどうか。 

（注）「単に経済的な問題のみならず介護等に著しく人手を要するために家庭

の負担が重く、また精神的にも負担の大きい」という側面 

 

（２）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障

害者総合支援法」という。）との関係 

「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ず

るための関係法律の整備に関する法律」（平成２４年６月２０日成立）では、

障害者の範囲に、難病等により障害がある者が加えられ、障害者総合支援法

の第４条第１項において、「治療方法が確立していない疾病その他の特殊の

疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める

程度である者であって十八歳以上であるもの」が新たに規定されている（障

害児の範囲についても、児童福祉法にて同様に規定。）。 

資料２ 
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○ 障害者総合支援法の「治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾

病であって政令で定めるもの」の疾病の具体的な範囲については、現在、

難治性疾患克服研究事業「今後の難病対策のあり方に関する研究班」にお

いて調査・分析を行っており、その結果等を踏まえ、新たな難病対策にお

ける難病医療費助成の対象疾患の範囲も参考にしつつ、障害者総合支援法

の施行に向け、検討することとしてはどうか。 

 

３．医療費助成の在り方 

（１）基本的な考え方 

○ 現行の「特定疾患治療研究事業」は、患者の医療費負担の軽減という福

祉的な側面を持つものの、その主たる目的は、難治性の疾患を克服するた

めの治療研究の推進にあるとされてきた。 

しかしながら、「特定疾患治療研究事業」は、実態としては福祉的な役

割を果たしていることから、より公平・安定的な仕組みとすることも求め

られている。これを踏まえ、医療保険制度に上乗せを行う福祉施策の在り

方について検討する必要があるのではないか。 

○ また、検討に当たっては、がんなど他の慢性疾患との関係を含め、医療

費の公費負担を行う制度としての在り方を明確に整理する必要があるの

ではないか。 

 

（２）基本的な枠組み 

① 対象疾患の在り方 

○ 医療費助成の対象疾患については、「今後の難病対策の在り方につい

て（中間報告）」（平成１４年８月２３日厚生科学審議会疾病対策部会難

病対策委員会）においてまとめられた、①症例が比較的尐ないために全

国的な規模で研究を行わなければ対策が進まない、②原因不明、③効果

的な治療法未確立、④生活面への長期にわたる支障（長期療養を必要と

する）の４要素を基本的には踏襲することが適当であるのではないか。 

○ 医療費助成の対象疾患の範囲の拡大や重症度等の基準に基づく対象

患者の認定を含め、広く国民の理解を得られる公平な仕組みとすること

が必要ではないか。 

その際、同じような疾患にもかかわらず、疾患名の違いにより対象疾

病に認定の差がないよう、公平な認定方法について検討する必要がある

のではないか。 

対象疾患の具体的な範囲については、現在、難治性疾患克服研究事業
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「今後の難病対策のあり方に関する研究班」において調査・分析を行っ

ており、その結果等を参考に、今後更に検討することとしてはどうか。 

○ 治療成績等の面で大きく状況が変化したと考えられる対象疾患につ

いては、患者の療養環境の改善等総合的な観点から、引き続き対象疾患

として取り扱うことが適当かどうか定期的に評価を行うことが必要で

あり、その具体的な評価方法について検討する必要があるのではないか。 

 

② 対象患者の認定等の在り方 

現行の医療費助成は、対象患者の申請によって行われ、申請に当たって

は申請書に臨床調査個人票（医師の診断書）や住民票等を添付し、保健所

を経由して都道府県知事に提出する。都道府県知事は、申請書を受理した

ときは、各都道府県に設置されている特定疾患対策協議会に意見を求め、

申請の可否を決定し、申請を可としたときは受給者証を申請者に交付する

こととなっている。 

 

○ 医療費助成の対象疾患にり患しているかどうかについては、専門医が

診断基準に基づき的確に診断すべきであり、あらかじめ指定された専門

医の診断を要件とすることが必要であるのではないか。 

○ 良質かつ適切な医療を受けられるようにするため、緊急時を除き、あ

らかじめ指定された医療機関で受診した場合に医療費助成を行うこと

とする必要があるのではないか。 

この場合、治療の質の担保と患者のアクセシビリティ（利用のしやす

さ）の両立をどのように図るかについて留意する必要があるのではない

か。 

○ 科学的根拠に基づく治療の適正化を行うため、疾患ごとの治療ガイド

ラインを策定し、周知徹底することが必要であるのではないか。 

その際、様々な新しい治療の試みを縛ってしまわないように配慮する

必要があるのではないか。 

○ 医療費助成の対象となる医療の範囲については、対象疾患及び対象疾

患に付随して発現する傷病に対する医療に限定すべきであり、対象疾患

に関係しない医療は対象外とする必要があるのではないか。 

○ 医療費助成を受ける前提として、治療法の開発研究等に役立てるため、

引き続き患者の症例データの提供が行われるようにする必要があるの

ではないか。 

この場合、精度の向上や有効活用の観点から、現行の臨床調査個人票

の内容及びデータ収集の方法については見直しを行う必要があるので
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はないか。 

 

③ 給付水準の在り方 

○ 難病の特性を踏まえつつ、他制度との均衡の観点から、給付水準（公

費で負担される額）の見直しを検討する必要があるのではないか。 

＜主な検討事項＞ 

・ 入院時の食事及び生活に係る自己負担 

・ 薬局での保険調剤に係る自己負担 

・ 対象患者が負担する一部負担額（高額所得者、重症患者の取扱い） 

 

４．難病相談・支援センターの在り方 

現在、地域で生活する難病患者等の日常生活における相談・支援、地域交流

活動の促進及び就労支援などを行う拠点施設として、都道府県ごとに難病相

談・支援センターが設置されている。 

 

○ 難病相談・支援センターは、すべての難病を幅広くカバーするべきである

が、あらゆる相談に自ら対応するばかりではなく、医療、福祉、行政など様々

な機関と連携し、患者を適切なサービスに結びつけていく役割を担うべきで

はないか。特に、医療機関、保健所、ハローワーク等との連携の強化を図る

必要があるのではないか。 

○ 難病相談・支援センターは、引き続き都道府県ごとに設置することとし、

その運営は地域の実情に合わせて委託できることとするが、どの都道府県に

おいても基本的な機能を果たせるよう必要な体制を確保する必要があるの

ではないか。 

○ 難病相談・支援センターの質の向上のため、職員の研修等を充実させると

ともに、全国の難病相談・支援センターが連携し、互いに支援しあうことも

必要であるのではないか。 

○ 同じ病気の人の経験を聞く（ピアサポート）など患者の視点に立った相

談・支援が行われるよう留意することが必要であるのではないか 

 

５．難病手帳（仮称）の在り方（資料１） 

○ 昨年の障害者基本法改正により、障害者の定義が見直され、「身体障害、

知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下

「障害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続

的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」とされ、

難病に起因する障害についても「その他の心身の機能の障害」に含まれると
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解されている。 

○ 身体障害、知的障害及び精神障害については、既に手帳制度が設けられて

いるところ、難病に起因する障害についても手帳制度を設けることについて、

他制度の例も参考にしつつ今後更に検討することとしてはどうか。 

 

（参考）ワーキンググループにおける主な意見 

  ・ 難病手帳がなぜ必要なのか、難病手帳によりどのようなサービスが受

けられるようになるのか、検討すべき。 

  ・ 患者が難病手帳の取得に抵抗感を持つ可能性がある。 

  ・ 難病手帳の取得に係る事務負担について考慮すべき。 

  ・ 写真を付けることについては、慎重に検討すべき。 

 

６．難病研究の在り方 

難病医療研究については、「難治性疾患克服研究事業」として、患者数が尐

なく組織的・体系的に研究が行われてこなかった疾患（希尐難治性疾患）に対

して、その実態把握、病態解明、治療法の開発等に関する研究を実施している。

この中には、１３０疾患を指定し研究対象とする「臨床調査研究分野」、それ

以外の希尐難治性疾患を広く研究対象とする「研究奨励分野」、新たな医薬品

等の医療技術の実用化研究を行う「重点研究分野」等が含まれる。 

 

（１）難病研究の対象 

○ 難病研究の対象については、診断基準が確立されていないものも含め対

象とすべきではないか。 

○ 「臨床調査研究分野」と「研究奨励分野」の区分けについては、総合的

な難病対策の見直しを行う際に見直しを行う必要があるのではないか。 

 

（２）難病研究の重点化 

○ 研究の最終目標として、治療法開発、創薬を重点的に目指すべきであり、

特に医師主導治験を行う創薬実用化研究を推進する必要があるのではな

いか。 

○ 製薬企業等が難病の治療薬の開発に積極的に参加しやすくなるための

環境整備が必要であるのではないか。 

 

（３）患者の参加と研究成果の還元 

○ 難病患者が治験を含めた研究に参加しやすくなるような仕掛けが必要

であるのではないか。 
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○ 研究の進捗状況や成果を患者、国民にわかりやすく伝えることが必要で

あるのではないか。 

 

（４）総合的な難病研究の実施と国際協力の推進 

○ 関係各省、関係者が一体となった難病研究開発の総合戦略が必要である

のではないか。 

○ 難病の病態解明、治療方法の開発、創薬研究の促進の観点、また、患者

団体の支援の観点から、欧米をはじめとした国際協力を進めることが必要

であるのではないか。 

 

７．難病医療の質の向上のための医療・看護・介護・福祉サービスの提供体制

の在り方 

現在、入院治療が必要になった重症難病患者に対し、適時に適切な入院施設

を確保するため、都道府県は、概ね二次医療圏ごとに１か所ずつ「難病医療協

力病院」を整備し、そのうち１か所を「難病医療拠点病院」と定めている。 

また、都道府県は拠点病院及び協力病院の連携協力関係を構築するため関係

者によって構成される「難病医療連絡協議会」を設置している。 

 

（１）「新・難病医療拠点病院（仮称）」の整備 

○ どこに行っても診断がつかない、治療経験のある医師が見つからない等

の難病患者が医療を受ける上での困難を克服するため、都道府県は、医療

費助成のためにあらかじめ指定した医療機関の中から、難病の診断・治療

に関して高い専門性と経験を有する拠点的な医療機関（新・難病医療拠点

病院（仮称））を整備することが必要であるのではないか。（医療費助成

において「新・難病医療拠点病院」での診断・治療に限定するものではな

い。） 

○ 「新・難病医療拠点病院（仮称）」には、概ねすべての疾患領域に対応

し得る総合型（仮称）と特定の疾患群について専門性の高い特定領域型（仮

称）を含める必要があるのではないか。 

 

（２）難病患者の長期にわたる治療・療養を支える体制（環境）の整備 

○ 様々な病態やステージにある難病患者に対し、長期にわたり適切な外

来・入院医療を提供するためには、「新・難病医療拠点病院（仮称）」等

の一部の限定された医療機関だけでなく、地域の様々な専門性・役割を持

つ医療機関が連携し、難病医療を担う必要があるのではないか。また、連

携を促進するツールとして、例えば、連携パスのような仕組みを構築する
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ことも有用であるのではないか。 

○ 難病患者が地域で包括的な医療、看護、介護サービスを受けることがで

きるよう、都道府県は、医療費助成のためにあらかじめ指定した医療機関

の中から、概ね二次医療圏に１か所程度、「難病医療地域基幹病院（仮称）」

を整備し、「新・難病医療拠点病院（仮称）」や地域の様々な医療機関と

連携し、地域で難病医療・福祉サービスを提供する人材の育成や入院・療

養施設の確保を進める必要があるのではないか。 

○ 「難病医療地域基幹病院（仮称）」に、在宅難病患者の地域の医療機関

等での受け入れの調整を行うとともに、入院患者の退院調整を行う難病医

療コーディネーター（仮称）を置く必要があるのではないか。 

○ 地域で生活する難病患者が安心して療養できるよう、地域の診療医、看

護、介護、福祉サービスの担い手の量及び質を高めるとともに、関係機関

のネットワークを充実させる必要があるのではないか。このため、地域の

特性を把握し、難病患者に対する支援体制を整備するため、保健所を中心

として「難病対策地域協議会（仮称）」を設置する必要があるのではない

か。 

○ 特に極めて希尐な疾患については、全国的にも患者数が数名と言う場合

もあり、これら希尐疾患に対し、高度専門的な対応ができるセンター（難

病治療研究センター（仮称））の在り方について検討してはどうか。 

○ 難病医療・福祉サービスの地域間格差を是正するため、医療福祉従事者

の教育研修、患者・家族を含む関係者間のネットワークによる情報共有、

助言・協力等を促進する必要があるのではないか。 

○ さらに、コミュニケーション支援、災害対策、レスパイトの場の確保、

在宅療養の安全確保等、難病患者の特殊性に配慮した支援を考える必要が

あるのではないか。 

（３）福祉サービスの提供 

障害者総合支援法により、治療方法が確立していない疾病その他の特殊の

疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める

程度である者も障害児・者の範囲に加えられたことから、当該規定に基づき、

その対象となる者については、来年４月以降障害者総合支援法に基づく障害

程度区分の認定の申請を行うことができることとなる。 

 

○ 障害者総合支援法に関し、障害程度区分の認定に当たっては、難病ごと

の特性（病状の変化や進行等）についてきめ細かく配慮する必要があるの

ではないか。 
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８. 就労支援の在り方 

難病患者を対象とした就労支援については、難病相談・支援センターとハロ

ーワーク等の関係機関が、難病患者の特性に応じた支援を行っているほか、平

成２１年度に「難治性疾患患者雇用開発助成金」（注）を創設するなど様々な

雇用支援策を実施している。 

 （注）難病のある人の雇用を促進し、職業生活上の課題を把握するため、難

病のある人をハローワークの職業紹介により常用労働者として雇い入れ、

雇用管理に関する事項を把握・報告する事業主に対する助成を行うもの。 

 

○ 難病患者の就職・復職や就職後の雇用管理については、まずは、難病に関

する知識（通院への配慮等）や既存の支援策（助成金等）の普及啓発が重要

であり、事業主や関係機関への周知が必要ではないか。 

○ 加えて、既存の支援策の充実や難病相談・支援センターとハローワーク等

の関係機関との連携体制の強化を行うべきではないか。 

 

９．小児慢性特定疾患治療研究事業の対象疾患のトランジションの在り方 

小児慢性特定疾患治療研究事業は、「治療が長期間にわたり、医療費の負担

も高額となり、これを放置することは児童の健全な育成を阻害することとなる」

疾患を対象として、医療保険の自己負担分を公費で助成している。対象年齢は

18 歳未満であるが、18 歳になるまでに認定を受けており、引き続き治療が必

要と認められる者については、20歳未満まで延長されている。 

 

○ 患者は小児から成人にかけて継続して治療が必要となる場合もあること

から、シームレスな支援の在り方を検討すべきではないか。 

○ 小児期に発症する難病の成人後の医療・ケアに携わる医療従事者に対する

研修等を行うとともに、小児期からのかかりつけの医師等との連携を促進す

る必要があるのではないか。 

○ 総合的な難病対策について検討・実施する際、小児慢性特定疾患治療研究

事業からの移行患者については、就労支援等に特段の配慮が必要であるので

はないか。 
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障害者基本法 (昭和45年法律第84号)(抄)

(定義)

第二条 この法律において､次㌫各号に掲げる用語の意義は､それぞれ当該年
号に定めるところによる｡

- 産室董 身体障害､知的障害､精神障害 (発達障害を含む.)その他のIEJ_

身の機能の障害 (以下 ｢障害｣と総称する｡)がある者であって､障害及び

社会的障壁により魅続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状

態にあるものをいう｡

(経済的負担の軽減)

第二十四条 国及び地方公共団体は､障害者及び障害者を扶養する者の経済的

負担の軽減を図り､又は障害者の自立の促進を図るため､税制上の措置､公

共的施設の利用料等の減免その他必要な施策を講じなければならない｡

(



他制度における手帳の例

名称 _. 身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

根拠規定 身体障害者福祉法第15条 r療育手帳制度についてJ(厚生事務次官通知) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第45条

目的 身体に障害のある方に身体障害者手帳を交付することにより､自立 一定の精神障害の状態にあることを認定して交付することによりヾ
の者に対する各種の援助措置を受け易くするため､知的障害児 手帳の交付を受けた者に対し､各方面の協力により各種の支援策

と社会経済活動への参加を促進し､福祉の増進を図ること (育)に手帳を交付し､もって知的障害児(香)の福祉の増進に資する が講じられることを促進し.精神障害者の社会復帰の促進と自立と
こと 社会参加の促進を図ること

交付者 都道府県知事､指定都市市長､中核市市長 都道府県知事､指定都市市長 都道府県知事.指定都市市長

対象者 【身体庫等者福祉法施行規則別表第5号 身体障害者障書程度等 【療育手帳制度の実施について(児童家屋局長通知)】 【精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第6条第3項】

幼表】一 女虫 一 堂 E) 汁 ■ l

次の障割ーついて､障口程度寺級が1-6級であると認めbれる着く7線の障害は､単独では交付対象とはならないが､7級の障害が2 と判定された着く障BE'の程度及び判定基準> 次の精神障害の状態にあると認められる者
場合は､対象となる) 重度(A)とそれ以外(ら)に区分 1級:E]常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの J

･視覚障害 重度(A)の基準 2級.日吊 活力著しし制限を又けるカ､又は日吊生活に著しし制
･聴覚又は平衡機能の障害 ①知能指数が概ね35以下であって､次のいずれかに該当する者 3級:El常生活若しくは社会生活が制限を受けるか､又は日常生5古
･音声機能､言責吾機能又はそしやく機能の障害 ･食事､着脱衣､排便及び洗面等日常生活の介助を必要とする 若しくは社会生活に制限を加えることを必要とする程度のもの

･肢体不自由 .･心臓､じん臓又は呼吸器の也能の障害 . ･異食､興奮よのE]l題汀 を②知能指数が概ね50以下であって､盲､ろうあ､肢捧不自由等を有する者 ※精神疾患の種類:統合失調症､気分(感情)障害､非定型精神･ぽうこう又は直腸の機能の障害 病､てんかん､中毒精神病､器質性精神障害(高次脳機能障害を

･小腸の機能の障害･ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害 それ以外(B)の基準 含む)､発達障害､その他の精神疾患
･肝臓の機能の障害

申請手続 ①申請者が､都道府県知事一指定都市市長.中核市市長に申請書を提出(福祉事務所又は町村を経由)※指定医師の診断書.意見書を添付※写真を添付②各都道府県.指定都市.中核市において審査※申請を却下する場合は､地方社会福祉審議会に諮問③都道府県知事.■指定都市市長ヰ 核市市長が交付を決定 (9申請者が都道府県知事.指定都市市長に申請書を提出(福祉事 ①申請者が都道府県知事.指定都市市長に申請書を提出(都道府県知事の場合は､市区町村を経由)※医師の診断書をもって申請する場合は､精神保健指定医その他

精神障害の診断又は治療に従事する医師の診断書を添付
※公的年金制度における障寄年金を受給している場合は､現に受

②都道府県.指定都市に設置された児童相談所又は知的障害者 ナていることを確認できる香短



′｢他制度における手帳の例 (､

名称 身体障害者手帳 療育手帳 p 精神障害者保健福祉手帳

効果.※一部を ･障害程度区分に応じた障害福祉サ-ビス ･障害程度区分に応じた障害福祉サービス ･障害程度区分に応じた障害福祉サービス･税制上の優遇措置･障害者雇用率制度(事業主の義務ではないが､事業主が任意に雇用した場合は雇用率に加算される)･公共施設利用料の減免(一部自治体除く)･民間サービ スの割引(一部除く)

除き､法的
根号処に基 ･障害者雇用率制度(事業主の義務) ･障害者雇用率制度(事業主の義務)
づいての ･公共施設利用料の減免 ･公共施設利用料の減免

ものではない ･民間サービスの割引 ･民間サービスの割引

等級による効果の遠い(主な 0,所得税控除額 ○所得税控除親

○自動車税.軽自動車税.自動車取得税の減免等自治体により要件.減免額が異なるが､等級により要件を設定して ○自動車税.軽自動車税.自動車取得税の減免等
いるO 自治体により要件.減免額が異なるが､等級により要件を設定して

○鉄道運賃身体障害者手帳のr旅客鉄道株式会社旅客運賃減額｣欄の記載に いる○○鉄道運賃 .
療育手帳のr旅客鉄道株式会社旅客運賃減額J欄の記載に応じ､ ･1級:-人当たり40万円

･第1種(障害区分によって異なるが､主に､等級が1-3級):障害者(.H rh ･止ま ~仙 く.' 由

本人とその介護者カ半額割引･第2種(第1種以外):障害者本人が半額割引 ･第1種(重度(A)).隆口舌本人とその介護者力半額割引 ○自動車税.盤自動車税_.自動辛取得税の減免等
※乗盲券の種類に応じ､割引対象者は異なる ※乗車券の種類に応じ､割引対象者は異なる 自治体により要件.減免額が異なるが､等級により要件を設定して

例) ○航空旅rt1運賃 ○航空旅客還虐 いるO .
-毎二光邑身体経書者手帳の｢旅客鉄道株式会社旅客運賃減額｣欄の記載に l≡克身体障害者手帳の｢旅客鉄道株式会社旅客運賃減額J欄の記載に ○NHK受信料

･第1種(障害区分によって異なるが､主に､等級 が1-3級):障害者 ･第1種(重度(A)):霜12歳以上の障害者本人とその介護者が､普 ※世帯所得等に応じ､その他免除措置あり
本人とその介護者が割引 通大人片道運賃の25%相当分割引
･第2種(第1種以外):満12歳以上の障害者本人が割引-
※割引銀は航空会社や路線によって異なる 片道運賃の25%相当分割引

○NHK受信料
1.2故:半痕免除(視覚､聴覚障害者であれば等級に因らず半額免 重度(A):半額免除

除)※世帯所得等に応じ､その他免除措置あり . ※世帯所得等に応じ､その他免除措置あり

交付者数 約511万人 約83万人 約59万人



難治性疾患の定義について

Ⅰ 難病対策要綱 (昭和47年 10月)<抜粋>

いわゆる難病については､従来これを統一的な施策の対策としてとりあげていなかった

が､難病患者のおかれている状況にかんがみ､総合的な難病対策を実施するものとする｡

難病対策として取り上げるべき疾病の範囲についてはいろいろな考え方があるが､次の

ように整理する｡

(1)原因不明､治療方法未確立であり､かつ､後遺症を残すおそれが少なくない疾病

(例 :′ベーチェット病､重症筋無力症､全身性エリテマ トーデス)

(2)経過が慢性にわたり､単に経済的な問題のみならず介護等に著しく人手を要する

ために家庭の負担が重く､また精神的にも負担の大きい疾病 (例 :小児がん､小児

慢性腎炎､ネフローゼ､小児ぜんそく､進行性筋ジス トロフィー､腎不全 (人工透

析対象者)､小児異常行動､重症心身障害児)

対策の進め方としては､次の三点を柱として考え､このほか福祉サービスの面にも配

慮していくこととする｡

1)調査研究の推進

2)医療施設の整備

3)医療費の自己負担の解消

なお､ねたきり老人､がんなど､すでに別個の対策の体系が存するものについては､こ

の対策から､除外する｡

(※)昭和47年 ○スモン､○ベーチェット病､○重症筋無力症､○全身性エリテマ トー

デス､サルコイ ドーシス､再生不良性貧血､多発性硬化症､難治性肝炎 からスター ト

(○は医療費助成の対象)※昭和49年の受給者数 (対象 10疾患)は17,595人

Ⅱ 公衆衛生審議会成人病難病対策部会難病対策専門委員会最終報告

(平成7年12月27日)<抜粋>

2 今後の特定疾患対策の基本的方向



Ⅲ 特定疾患対策懇談会 .特定疾患治療研究事業に関する対象疾患検討部会

報告 (平成9年3月19日)<抜粋>

調査研究事業対策疾患の選定基準

① 希少性

患者数が有病率から見て概ね5万人未満の疾患とする｡

(塾 原因不明

原因又は発症機序 (メカニズム)が未解明の疾患とする｡

(塾 効果的な治療方法未確立

完治に至らないまでも進行を阻止し､又は発症を予防し得る手法が確立されていない

疾患とする｡

④ 生活面への長期にわたる支障 (長期療養を必要とする)

日常生活に支障があり､いずれは予後不良となる疾患或いは生涯にわたり療養を必要

とする疾患とするO

⑤ その他

がん､脳卒中､心臓病､進行性筋ジス トロフィー､重症心身障害､精神疾患などのよ

うに別に組織的な研究が行われているものについては､効率的な研究投資の観点から従

来のとおり本調査研究事業から除くべきである｡



Ⅳ 厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会 ･今後の難病対策の在り方に

ついて (中間報告)(平成 14年8月23日)<抜粋>

3.今後の治療研究事業の在り方について (費用負担を含む)

(1)事業の性格について

治療研究事業は､医療費助成を行うことできわめて患者数の少ない疾患について多く

の症例を得ることが可能となり､対策研究事業と相まって研究の推進に非常に効果的で

あったという指摘がある一方で､本事業の対象疾患と同様に経済的､精神的な負担を抱

えるがん等の対象外の疾患に羅患 している患者からは不公平感がぬぐえないという指

摘もある｡

医療については､国民皆保険の下､原則全国民を対象として疾病の区別なく一定の負

担と給付を行う公的医療保険制度が整えられている｡また､医療保険制度においては､

さらに高額療養費制度など経済的負担の軽減を図る施策も設けられている｡医療費の公
費負担を行う制度は､特定の政策的目的のために医療保険制度に上乗せを行うものであ
り､例えば福祉施策としての ｢生活保護における医療扶助｣｢更生医療｣｢療育医療｣｢育

成医療｣などが挙げられる｡

七れに対し｢治療研究事業｣は､患者の医療費負担の軽減･という福祉的な側面を持つ

卓のの､その主たる目的は難治性の疾患を克服するための研究体制の整備にあるO｢2.

今後の特定疾患研究の在り方について｣に示したように､特定疾患の治療成績は年々向

上しているものの､未だに研究推進の必要性を残していることや､新たな難治性疾患に

対して同様な対応を行う必要があることを踏まえれば､治療研究事業は､今後も研究事

茅と.しての性格を維持した上で､事業の性格付けを行うことが適当であるが､特定疾患

を対象に医療費の公費負担を行う事業としての考え方も明確に整理する必要がある ｡■併

せて､前述の研究の在り方でも示したように､研究事業として明確な目標の設定を行う

とともに事業評価も行っていくことが必要である｡

なお､治療研究事業における診断については､対象疾患の性質に鑑み､一定の高度な

医療技術を擁する医療機関において行われる事が望ましいという意見があったので附

記する｡

4.今後の特定疾患の定義と治療研究事業対象疾患の選定の考え方

(1)特定疾患の定義について

現在､特定疾患については､①症例が比較的少ないために全国的な規模で研究が行わ

歩ければ対策が進まない､'②原因不明､③効果的な治療法未確立､④生活面への長期に

わたる支障 (長期療養を必要とする)の4要素を満たす疾患の車から､原因究明の困難

性､難治度､重症度及び患者数等を総合的に勘案し､健康局長の私的諮問機関である特

定疾患対策懇談会における専門的な意見を踏まえて決定されており､神経､筋､血液､

循環器､消化器､呼吸器､腎､皮膚､骨 .運動器､感覚器などほとんどの医学の領域が

網羅されている｡



平成 14年 7月現在､特定疾患としては､厚生労働科学研究の一分野である対策研究

事業において118の対象疾患が選定され､約60の研究班において病態の解明や治療

法の開発に関する研究が行われている｡さらに､これらの特定疾患の中で､診断基準が

一応確立している疾患の中から原因究明の困難性､難治度､重症度及び患者数等を総合

的に勘案し､特定疾患対策懇談会の意見を踏まえて､45疾患が順次選定され､研究と

ともに患者の医療費の負担軽減を行っている｡

なお､がん､脳卒中､虚血性心疾患､進行性筋ジス トロフィー､重症心身障害､精神

心疾患などのように既に組織的な研究が行われているものについては､研究への効率的

な投資の観点から本事業の対象から除外されている｡

これまで､患者数が少ないために研究体制の構築が困難な難治性疾患に重点化した特

定疾患対策が､疾患の原因究明や治療法開発に貢献してきたことは評価に値するもので

あり､今後の難病対策を考える上でも､難治性疾患の原因解明や治療法の開発に関する

施策に関しては､上記(丑～④の要件を基本とすることが適当である｡

なお､難病特別対策推進事業や難病患者等居宅生活支援事業等の施策については､他

の施策の対象となりにくい難治性疾患への福祉的事業という性格を勘案し､今後も引き

続き特定疾患を中心に対象疾患を選定することが適当である｡

また､｢希少性｣の要件については､平成9年 3月に出された ｢特定疾患対策懇談会

特定疾患治療研究事業に関する対象疾患検討部会報告｣において､国内の患者数が概ね

5万人未満を目安とするFとが適当という考え方が示されているが､重点か 効率的な
研究への投資の観点から引き続きこれを基本として対象疾患の選定を行うことが適当

である｡

なお､対象となった後で患者数が5万人を上回った疾患や､特定疾患に指定された当

時と比較して治療成績等の面で大きく状況が変化したと考えられる疾患については､当

該疾患に対する治療成績をはじめ患者の療養環境の改善等総合的な観点から､引き続き

特定疾患として取 り扱うことが適当かどうか定期的に評価を行うことについて検討す

る必要がある｡
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｢今後の難病対策のあり方に関する研究｣の概要

l. 研究課題名

厚生労働科学研究費補助金 (難治性疾患等克服研究事業 指定研究分野)

今後の難病一対策のあり方に関する研究 (平成22-24年度)

2.研究目的及び研究体制等

(1)研究目的

本研究は､わが国及び諸外国における ｢過去｣の難病対策の動向や成果を分析し､

｢現在｣の難病対策の基盤となる研究開発環境を整備するための方法論を開発し､｢将来｣

の難病対策のあり方を検討することによって､今後の難病対策を推進する上で行政が抱

える様々な課題に対して政策的提言を行うことを目的とする｡

(2)研究代表者

松谷 有希雄 国立保健医療科学院 院長

(3)主な研究内容

①希少 ･難治性疾患登録システムの開発

②希少 ･難治性疾患に関するデータの活用方法の検討

③希少 ･難治性疾患拠点病院のあり方に関する検討

④希少 ･難治性疾患の類型化に関する検討

⑤希少 .難治性疾患に関する技術評価の方法論の開発

⑥国際共同研究 ･国際連携の推進方策の検討

⑦希少 ･難治性疾患研究の活性化の方策の検討
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〔嘩 亘

厚 科 審 第 2 3 号

平成24年 6月20日

厚生科学審議会会長

垣 添 忠

厚生労働大臣

小 宮 山 洋 子 殿

地域保健対策の推進に関する基本的な指針の改正について(答申)

標記について､平成24年6月19日付け厚生労働省発健0619第1号をもって厚生労働大

臣より諮問があった､地域碍健対策の推進に関する基本的な指針の改正については､別

勅のとおり結論を得たので､答申する｡

ll
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厚 科 審 第 2 0̀･号

平成24年6月 20日

厚生科学審議会

地域保健健康増進栄養部会長

永井一良三

厚生科学審議会会長

壇添 忠生 殿

地域保健対策の推進に関する基本的な指針改正案要綱についで (報告)

平成24年 6月 19日付け原料審東17号をもって付議のあった､地域俸健対箕の推進

に関する基本的な指針の改正案については､下記のとおり結論を得たので報告する｡

記

地域保偉対策の推進に関する基本的な指針改正案要綱について､匠生労働省案は妥当と

認める｡
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(別添)

地 域保 健対策 の推進 に関する基本 的な指針 改正案要綱

1 ソーシャルキャピタルを活用 した 自助及び共助の支援の推進に関する事項

(1) 地域保健対策の推進の基本的な方向に関する事項として次甲事項を追加すること｡

少子高齢化の更なる進展など社会状況の変化を踏まえ､住民への直接的サービスを充実させる

とともに､地域のソーシャルキャピタル (地域に根ざした信頼や社会規範､ネットワークといった

社会資本等)を活用し､住民による共助への支援を通じて､多様化､高度化する住民のニーズに

応えたサービスを提供する必要があること｡

都道府県及び市町村は､地域保健対策を講じる上で重要な社会豊漁について十分に調査し､

ソーシャルキャピタルの核となる人材の育成に努めるとともに､地域に根ざしたソーシャルキャピタ

ルの活用や学校､企業等といったソーシャルキャピタルの場の積極的な活用を図る必要があるこ

と.

(2)保健所の運営における企画及び調整の機能の強化に関する事項として次の事項を追

加すること｡

ソーシャルキャピタル等の地域資源を活用した健康づくりを推進すること｡

(3)市町村保健センターの運営に関する事項として次の事項を追加すること｡

①市町村は､ソーシャルキャピタルを活用し､地域のNPO､民間組織などと連携した事業の展開

に努めること｡

②市町村健康づくり協議会等の運営に当たっては､肌 ､民間組織などのソーシャルキャピタルの核

となる人材の参画も得て､地域の健康課題の共有化と一体的な取組の推進をすることが望ましいこ

と｡

(4)地域保健対策に係る人材の確保に関する事項として次の事項を追加すること｡

市町村は､行政職員のみならず､地域のソーシャルキャピタルの核となる人材の発掘と育成､学

校や企業などとのつなぎ役となる人材の確保についても計画的に実施することO

国は､健康なまちづくりの全国的な推進のため､健康づくりの取組みにおいてソーシャルキャピタ

ルの核となる人材の育成支援に努めること｡

(5)地域住民との連携及び協力に関する事項キして次の事項を追加すること｡

ソーシャルキャピタルを活用し､住民参画型の地域のボランティア及び自助グル-プめ活動や地

域の企業による活動の積極的な展開が重要であることQ

ソーシャルキャピタルの醸成は､危機管理時に有効に機能することから､市町村等は､健康づくり

を通じて､その醸成と結び付きを強めていく取組を推進する必要があることD

l
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2 地域の特性をいか した保健 と福祉の健康なまちづ くりの推進に関する事項

(1) 地域 の特性を生かした保健と福祉の健康なまちづくりに関する事項として次の事項を追

加すること｡

市町村は､住民のニーズを踏まえ､保健福祉サービスの実施体制を整備 ･維持することが必要であ

ることOまた､地域保健を取り巻く状況の変化を踏まえ､行政サービスの充実だけでなく､学校や企業

などの地域の幅広い主体との連携を進め､住民との協働による健康なまちづくりを推進し､住民が等し

く健康づくりに勤しむことができる環境を整備することが求められることb

(2) 保健所 の運営における都道府県の設置する保健所に繭する事項に健康なまちづくりの

広域的拠点として次の事項を追加すること｡

保健と福祉サービスの一体的な連携と合わせて､地域のソーシャルキャピタルの積極的な活用及

び学校や企業等の関係機関との幅広い連携による健康なまちづくりを推進することが重要であること｡

保健所は､広域的な技術拠点として､地域の健康課題を把握し､生涯を通じて保健 ･医療 ･福祉

サービスが提供されるよう市町村や関係機関の重層的な連携体制を構築すること｡

3 医療､介醸及び福祉等の関連施策 との連携強化に関する事項

地域保健対策の推進の基本的な方向に関する事項に医療､介護及び福祉等の関連施

策との連携強化として次の事項を追加すること｡

市町村は､保健と介護及び福祉を一体的に提供できる体制整備に努めること｡

都道府県及び保健所は､広域的な観点から管内の現状を踏まえた急性期､回復期､維持期にお

ける医療､介笹等のサービスの連携体制の強化に努めることが必要であること｡

医療連携体制の構築には､多くの医療機関等が関連するため､保健所が積極的に関与し､地域

医師会との連携や協力の下､公平 ･公正な立場から調整機能を発揮することが望まれること｡

保健所は､管内の健康課題等の把握､評価､分析及び公表を行い､市町村との圏域全体の情報

共有化を進め､市町村との重層的な連携の下､取組を推進するとともに､介護及び福祉等の施策と

の調整についても租極的な役割を果たす必要があること｡

4 地域における健康危機管理体制の確保に関す る事項

(1) 地域における健康危機管理体制の確保に関する事項に次の事項を加えること｡

都道府県及び市町村は､被災時に十分に行政機能が果たせない状況を想定し､被災地以外の自

治体や国とも連携した情報収集体制や保健活動の全体調整機能､保健活動への応援等の体制を構

築すること｡

国､都道府県及び市町村は､健康危機の発生時に地域住民が状況を的確に認識した上で行動が

できるよう､関係者との相互の情報及び意見の交換 (｢リスクコミュニケーション｣)の実施などに

より､健康危機管理に関する情報を分かりやすく提供し共有するよう努めること｡



(2) 保健所の運営に係る地域における健康危機管理の拠点としての機能強化に関する事

項として次の事項を追加すること｡

健康危機菅野 こ対する住民意識を高めるため､リスクコミュニケーションに努めること｡

(3) 地域における健康危機管理体制の確保に関する事項に次の事項を追加すること｡

都道府県は､健康危機事案の発生時に､市町村と有機的に連携した対応ができるよう､日頃から

市町村と密接な連携体制を整えること｡

複数の都道府県に及ぶ大規模災害の発生に備えて､平時より都道府県及び市町村は､地方自治

体間で保健活動や情報収集 ･情報提供体制などの連携体制を強化するとともに､国は､広域的な災

害保健活動に資する人材の育成の支援や保健活動に携わる保健師等について､迅速に派遣のあっ

せん ･調整を行う仕組みの構築を行うこと｡

新型インフルエンザ等対策については､新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき､新

型インフルエンザ等の発生に備えた万全の体制を確立するため､都道府県は､政府行動計画に

基づき都道府県行動計画を､市町村は､都道府県行動計画に基づき市町村行動計画を速やか

に策定すること｡保健所及び地方衛生研究所は､その行動計画を踏まえ､地域の保健医療の管

理機関として､その機能と役割を果たすとともに､市町村への技術的支援などを積極的に行うこ

と｡

5 学校保健 との連携に関する事項

地域保健､学校保健及び産業保健の連携に関する事項として次の事項を追加すること｡

保健所及び市町村保健センターは､学校や地域の学校医等との連携を図る場である学校保健委員

会やより広域的な協議の場に可能な限り参画し､連携体制の強化に努めること｡

地域保健の保健計画の策定に当たっては､学校保健及び産業保健との連携を図り､共通の目標と

行動計画を立てること｡

( 6 科学的根拠に基づいた地域保健の推進に関する事項

(1) 科学的根拠に基づいた地域保健の推進に関する事項に次の事項を追加すること｡

地域保健対策に関する計画である､健康づくりに関する計画､がん対策に関する計画､母子

保健に関する計画､健康危機管理に関する計画等について､地域において共通する課題認識や

目標を共有し推進することが望ましいこと.

国､都道府県及び市町村は､地域保健に関する標準化された情報の収集､分析及び評価を

行い､その結果を計画に反映させるとともに､関係者や地域住民に広く公表することを通じて､地

域の健康課題とその解決に向けた目標の共有化を図り､取組を一体的に推進することが重要であ

ること｡また､保健所及び地方衛生研究所は技術的中核機関として情報の収集､分析及び評価

を行い､積極的にその機能を果たすこと｡



(2) 市町村保健センターの運営に関する事項として次の事項を追加すること｡

市町村は､保健所等による施策評価を参考に業務改善に努めること｡

7 保健所の運営及び人材確保に関する事項

(1) 保健所の運営における専門的かつ技術的業務の推進に関する事項を次のように改正す

ること｡

地域保健対策に関する専門的かつ技術的な業務について機能を強化するとともに､常に地域保健対

策に対する地域ニーズの把握に努めた上で､専門的な立場から企画､調整､指導及びこれらに必要な

事業を行うとともに市町村への積極的な支援に努めること｡

(2)-地域保健対策に係る人材の確保に関する事項として次の事項を追加すること｡

医師である専任の保健所長の確保が著しく困難である場合には､その職責の重要性を認識し､

臨時に･地域保健法施行令第四条第二項各号のいずれにも該当する医師でない地域保健法第五 (

条第一項に規定する地方公共団体の長の補助機関である職員の保健所長としての配置に努める

こと｡

8 地方衛生研究所の機能強化に関する事項

(1) 地域保健に関する調査及び研究に関する基本的事項のうち地方衛生研究所に関する事

項を次のように改正すること｡

地方衛生研究所は､保健所と連雛しながら､地域における科学的かつ技術的に中核となる機関とし

て､その専門性を活用した地域保健に関する調査及び研究を推進すること｡

(2) その他地域保健対策の推進に関する重要事項に次の事項を追加すること｡

都道府県及び政令指定都市は､強毒性の新型インフルエンザ等の感染症の発生や広域化する

食中毒の発生などに備えたサーベイランス機能の強化や迅速な検査体制の確立と検査精度の向

上が求められていることを踏まえ､地域における科学的かつ技術的に中核となる機関として地方衛

生研究所の機能の一層の充実強化を図ること｡

9 快適で安心できる生活環境の確保に関する事項

(1) 快適で安心できる生活環境の確保に関する事項に次の事項を追加すること｡

都道府県､国等は､食中毒等に係る情報共有体制の強化や監視員等の資質向上等を通じて保健所

の機能強化に努めること｡

都道府県､国等は､消費者､地域住民に対するサービスや食品の安全性などに係るリスクコミュニ

ケーションを進めることが必要であること｡



(2) その他地域保健対策の推進に関する重要事項における生活衛生対策に関する事項に次

の事項を追加すること｡

都道府県､政令市及び特別区は､生括衛生同業組合が理容業､美容業､クリニーング業､飲

食店営業等の分野の衛生 .経営課題を共有して､地域社会における公衆衛生の向上を図る役割

を有していることを踏まえ､新規営業者等に対して生活衛生同業組合についての適切な情報提供を

行うなど､その機能や組織の活性化を図ること｡また､生活衛生関係営業については､地方自治

体間で監視指導状況に大きな格差が生じている現状があり､監視指導の目標を設定するなど､住

民が安心できる体制の確保を図ること｡

(3) その他地域保健対策の推進に関する重要事項における食品安全対策に関する事項に次

の事項を追加すること｡

都道府県､政令市及び特別区並びに保健所は､食中毒等飲食に起因する事故に対して､食中毒調

査支援システム (NESFD)等を活用すること及び､国､他の都道府県等及び関係部局と連携を図

り､必要に応じて実地疫学専門家 (FETP)などの支援も得ること｡

10 国民の健康増進及びがん対策等の推進に関する事項

その他地域保健対策の推進に関する重要事項における国民の健康増進及びがん対策等

の推進に関する事項に次の事項を追加すること.

健康増進計画の策定 ･実施等の取組を行う場合､都道府県及び保健所､市町村の保健衛生部局､

医療機関等､学校､教育委員会､保険者等､地域産業保健センター等の産業保健関係機関に加え.

ソーシャルキャピタルを活用した地域の健康づくりに関係するNPO等との連携及び協力を強化する

こと｡

.地域のがん対策の推進に閑し､都道府県及び保健所は､都道府県の策定する都道府県がん

対策推進計画に基づき､がんの予防及び早期発見の推進､がん医療の均てん化の促進､研究

の推進等のために必要な施策を講じること｡

都道府県及び保健所は､健康増進法に基づき市町村が実施するがん検診が科学的根拠に基

づいたものとなるよう市町村との連携を強化するとともに､地域がん登録の推進により地域

のがん対策の現状を把握し､医療連携や在宅医療 ･介護サービスとの連携を進めるため､地

域の関係機関との連携を推進すること｡

地域の肝炎対策の推進に閑し､都道府県及び保健所は､肝炎の予防及び早期発見の推進､

肝炎医療の均てん化の促進､研究の推進等のために必要な施策を講じること｡

都道府県及び保健所は､市町村等が実施する肝炎ウイルス検査について､関係機関と連携

し､広報を強化するとともに､肝炎診療ネットワークの構築などの地域における肝炎医療を

提供する体制を確保すること｡

地域の歯科口腔保健の推進に閑し､都道府県及び市町村は､関係機関等と連携し､地域の

状況に応じた歯科口腔保健の基本的事項を策定するよう努めること｡

また､都道府県及び地方公共団体は､保健所を中心として､又は､保健所と連携して､歯

5
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科口腔保健に関する知識等の普及啓発､定期的に歯科検診 (健康診査及び健康診断を含む｡

以下同じ)を受けること等の勧奨､障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施

策､歯科疾患の予防のための措置､口腔の健康に関する調査及び研究の推進等に関する施策

を講じるとともに､都道府県､保健所を設置する市及び特別区は､口腔保健支援センターを

設け､歯科医療等業務に従事する者等に対する情報提供､研修の実施その他の支援を行うこ

と｡

11 その他

その他所要の規定の整備を行うこと.



地 域保健対策 の推進 に関する基本的な指針改正案要綱 の概要

第 1 改正の背景及び経緯

地域保健法において､厚生労働大臣は､地域保健対策の円滑な実施及び絵合的な推進を図るため､地域

保健対策に閑す戸基本的な指針 (｢基本指針｣)を定めなければならないとされているB
この基本指針は､母子保健､健康増進､感染症､食品衛生等の個別法による地域保健対策の全体像を捕

らえて､地域保健体系の下で､市町村､都道府県､国等が取り扱むべき基本的方向を示すことにより､地域保

健対策の円滑な実施及び総合的な推進を図ることを目的として定められているものである｡

今般､平成22年 7月に設置された ｢地域保健対策検討会｣において､地域保健対策を取り巻く状況の変化

を踏まえた今後の地域保健対策のあり方に関する検討がなされ､本年3月27日に ｢地域保健対策換討会報告

書｣がとりまとめられたことを等踏まえ､基本指針の所要の見直しを行うものである｡

第2 改正の内容

1 ソーシャルキャピタルを活用 した自助及び共助の支援の推進

地域保健対策の推進に当たっては､地域のソーシャルキャピタルを活用し､住民による共助への支援を

推進すること｡

2 地域の特性をいか した保健と福祉の健康なまちづ くりの推進

市町村は､学校や企業などの地域の幅広い主体との連携を進め､住民との協働による健康なまちづくり

を推進すること｡

3 医療､介護及び福祉等の関連施策との連携強化

L 市町村は､保健と介護及び福祉を一体的に提供できる体制整備に努め､都道府県及び保健所は､管

4 地域における健康危機管理体制の確保

都道府県及び市町村は､大規模災害時を想定し､被災地以外の自治体や国とも連携した情報収集体制

や保健活動の全体調整機能､応援等の体制を構築すること｡また､国は､広域的な災害保健活動に資す

る人材の育成の支援や迅速に保健師等について迅速に派遣のあっせん ･調整を行う仕組みの構築を行う

こと｡

5 学校保健 との連携

保健所及び市町村保健センターは､学校保健委員会やより広域的な協議の場に可能な限り参画し､連

携体制の強化に努めること｡

6 科学的根拠に基づいた地域保健の推進

国､都道府県及び市町村は､地域保健に関する情報の評価等を行い､その結果を地域保健に関する

計画に反映させるとともに､関係者や地域住民に広く公表することを通じて､地域の健康課題と目標の共

有化を図り､取組を一体的に推進することが重要であること｡

7 保健所の運営及び人材確保に関する事項

保健所は､専門的な立場から企画､調整､指導及びこれらに必要な事業等を行い､市町村への積極

的な支援に努めること｡
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8 地方衛生研究所の機能強化

都道府県及び政令指定都市は､サーベイランス機能の強化や迅速な検査体制の確立等が求められて

いることを踏まえ､技術的中核機関としての地方衛生研究所の一層の機能強化を図ること｡

9 快適で安心できる生活環境の確保

都道府県､国等は､食中毒等に係る情報共有体制の強化や監視員等の資質向上等食品安全対策の強

化及び生活衛生関係営業について監視指導の目標を設定するなど､住民が安心できる体制の確保を図る

こと｡

10 国民の健康増進及びがん対策等の推進

健康増進計画の策定 ･実施等の取組を行う場合､ソーシャルキャピタルを活用した地域の健康づくりに

関係するNPO等との連携及び協力も強化することoまた､地域のがん対策､肝炎対策､歯科口腔保健

の推進に閑し､それぞれ必要な施策を講じること｡

11 その他
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厚生労働省版｢提言型政策仕分け｣について

:11琴司

複数の部局にまたがる分野等について､現行の諸政策の効果を組織横断的に

- 検証･評価するとともに､今後の政策の在り方を提言してもらう厚生労働省版の｢提

言型政策仕分け｣を実施｡

2.仕分 けメンバー

秋山 正子

阿部 正浩

和泉 昭子

中山 弘

宮山 徳司

脇坂 明

(秩)ケアーズ白十字訪問看護ステーション代表取締役

燭協大学経済学部教授

生活経済ジャーナリスト/キャリアカウンセラー

元学校法人ホンダ学園常務理事

埼玉医科大学医学部特任教授

学習院大学経済学部教授

3.具体的なテーマとEI程

テーマ '日程

リーマンショック後の雇用対策 1日目:5月25日
2日目:6月8日

① 長期にわたる治療等が必要な疾病を抱えた患者に対する保健 1日目:6月15.日
医療分野の支援と就労支援の連携

② 様々な主体が行っている国民の健康づくりに資する取組みの- 2日目:6月22日
体的.効率的推進

① 医療と介護の連嘩 1日目:6月29日

② 製造段階から患者使用段階までの総合的な後発医薬品使用促 -'2日目:7月6El
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厚生労働省 ｢提言型政策仕分け｣

テーマ :長期にわたる治療等が必要な疾病卑抱えた患者

に対する保健医療分野の支援と就労支援の連携

提書 く取りまとめ)

【総論】
長期治療を要する疾病において､近年の治療技術等の進歩等により ｢働く

こと｣が可能な患者が増えており､治療と仕事の両立を図る支援の仕組みづ
くりを強化することが必要である｡
この場合に､患者側の視点にたった分かりやすさ､企業側にたった活用の

しやすさ等を念頭において､これまでの取組みをレビューし､さらに実効性
の高い仕組みとしていくことが求められる｡

【医療機関や就労支援機関が連携した取組み】
○ 医療機関 ･相談センターや就労支援機関が連携して就労を支援するため

に､各機関の相談体制の強化や連携の仕組み作りに努めるべき｡
例えば､次のような取組を推進して欲しい｡
･病気の診断を受けてすぐに就労に関する相談を受けられるような体制
や連携体制の整備｡

･患者が､どこにどのような就労支援の窓口や就労に関する情報がある
のかわかるよう､例えば､医療機関等で就労支援に関する情報を集め
たリーフレットを患者に配るような取組｡

･医療機関が､診察や治療にあわせて､患者が就労するに当たって配慮
すべき事項等に関するチェックリス トを作成し､就労支援で活用する
ような仕組み｡

･医療と就労の両方の分野について知識を持った専門支援人材の育成｡
○ また､このような取組を進めるに当たっては､医療機関等と就労支援機

関との連携による就労支援の効果の分析を行うべき｡

【職場での取組みの支援】
○ 治療と仕事の両立を図る上で､職場でどのような配慮を受けているのか

まずは実態をよく把握すべき｡
○ 治療に専念せざるを得ないときの就労支援策として､復職に対する不安

を払拭できるよう､治療のための休暇の企業への普及を推進すべき｡
○ 治療のための休暇からの復帰の過程や定期的な治療が必要な時期に､労
働者の希望も考慮して､短時間勤務への変更や配置の変更など労槻条件
が適切に配慮されるよう､労働時間等見直しガイドライン等を事業主に
一層周知すべき｡

○ 体調と相談しながら在宅で仕事をすることができるよう､在宅勤務を推
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進し､労務管理上配慮すべき点について周知を図るべき｡
○ さらに､患者や支援者がお互いに支え合いながら働いていけるような起

業などの雇用ではない働き方を支援することも検討すべき｡

【医療機関や相談支援面での取組み】
○ 働きながら通院ができるよう､例えば土日に開いている病院を増やすな

どの取組を検討すべき｡ `
○ 仕事が休みの土曜日などに患者が気楽に職場での悩みを相談できるよ

うな､地域の中の相談支援機能を充実させるべき｡

このほか､疾患ごとの取組として､以下の内容を提言する｡

藍痕については､
○ 疾患ごとに就労上の課題は様々であるため､病態､年齢等に応じたきめ
細かな対応を行うべき｡

○ 既存の支援策 (助成金等)がより｢層活用されるよう､事業主や難病患
者等に対 して更なる周知を図るべき｡

がん ･肝炎については､
○ がん患者の退職 ･解雇の実態を把握 ･分析し､その他の職業人生におけ

るイベントに伴う退職等とも比較しながら､目標値を立てることが可能
か検討すべき｡

○ がん登録を進めることは極めて重要であり､その際に就労や就労ニーズ
に関する情報も取得できるか検討すべき｡

○ 医療従事者にとって過度な業務負担とならないよう配慮した上で∴抗が
ん剤の夜間投与など､就労と治療とを両立できる方法を積極的に取り入
れることを検討すべきQ

O肝炎対策の趣旨や重要性について､国民の正しい理解を促すよう､周知･
啓発に努めるべき｡

遊星痕については､
○ 産業医等産業保健スタッフのみならず､戦場の管埋職が本人の病気を知

らなければ就業上の配慮はできないが､上司.同僚に病気を知られたく
-ない者もいるため､まずは職場の管理職が職員の病状を把握できている
かどうかを調査 ･把握すべき｡

○ 糖尿病を悪化させないためには､就業時間外の診療を可能とするような
環境整備や､病院と職場との連携が重要｡

○ 初期は自覚症状がないため､本人への意識付けや知識の付与などを図る
ため､糖尿病について広く周知を図るとともに､健診受診や医療機関受
診の機会を捉えた保健指導､情報提供の実施など､本人の行動の変化に
つながる効果的な方策を検討すべき｡
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評価シートに記載された者喪具の提言内容

患者の就労支援に関しては､病院内で退院支援を行っている医療ソーシ
ャルワーカーの活用も検討して欲しい｡その質と量を確保するために､将
来的には一定以上の医療施設に配置することも考えていただきたい｡
糖尿病治療を促進するため､治療を継続しないで透析に至ることのない

よう､さらに踏み込んで個人に着目した実効性のある施策を検討して欲し
い｡
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